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(1)　排水戸数 戸

(2)　年間有収水量 ㎥

(3)　一日平均排水量 ㎥

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

議案第５９号

令和７年度　南会津町下水道事業会計予算

　（総　則）

第１条　令和７年度南会津町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

２,８０７

５８６,８２２

１,６０８

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　入

　第１款　下水道事業収益 ４９３,３６３

　　第１項　営 業 収 益 １５４,１４７

　　第２項　営 業 外 収 益 ３３９,２１３

　　第３項　特 別 利 益 ３

支　　　　　　　出

　第１款　下水道事業費用 ４９１,８７８

　　第１項　営 業 費 用 ４５９,２８１

　　第２項　営 業 外 費 用 ２５,２１９

　　第３項　特 別 損 失 ４,３７８

　　第４項　予 備 費 ３,０００

下水 1



千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

　（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

３５,４０３千円は、当年度分損益勘定留保資金３０,２７２千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支

　調整額５,１３１千円で補填するものとする。）。

収　　　　　　　入

　第１款　資本的収入 ３４５,４６１

　　第１項　企 業 債 １５５,７００

　　第２項　補 助 金 １８９,３０５

　　第３項　負 担 金 ４５５

　　第４項　補 償 金 １

支　　　　　　　出

　第１款　資本的支出 ３８０,８６４

　　第１項　建 設 改 良 費 １６１,８９１

　　第２項　企業債償還金 ２１８,９７３

　（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限　度　額 起債の方法 利　率 償還の方法

　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、１０,０００千円と定める。

下水道事業債 ７９,１００ 千円 証書借入 ５．０％以内
 ３０年以内（うち据置期間５年以内）
 借入先の条件による。 

資本費平準化債 ７６,６００ 千円 証書借入 ５．０％以内
 ２０年以内（うち据置期間３年以内）
 借入先の条件による。
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(1) 消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の流用

(1)　職員給与費 千円

(1)　人件費に係る補助金 千円

(2)　運営費に係る補助金 千円

(3)　建設改良のために発行された企業債の償還金利子に係る補助金 千円

(4)　建設改良のために発行された企業債の元金償還金に係る補助金 千円

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の

　金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

１２,９７０

　（他会計からの補助金）

第９条　事業助成のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。

７,６２５

１０１,６６８

２１,１４１

１１７,３０５

令和７年３月６日提出

南会津町長　　渡　部　正　義
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余　白
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令和７年度南会津町下水道事業会計  

 

 

 

 

 

 

予算に関する説明書
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令和７年度南会津町下水道事業会計予算実施計画

(単位：千円)
収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　入

下水道事業収益 1. 493,363

154,147 1. 営業収益

153,857 1. 下水道使用料

290 2. その他の営業収益

339,213 2. 営業外収益

1 1. 受取利息及び配当金 存目

130,434 2. 他会計補助金

208,320 3. 長期前受金戻入

458 4. 雑収益

3 3. 特別利益

1 1. 固定資産売却益 存目

1 2. 過年度損益修正益 存目

1 3. その他特別利益 存目

款 項 目 備　考予定額
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(単位：千円)
収 益 的 収 入 及 び 支 出

支　　　出

下水道事業費用 1. 491,878

459,281 1. 営業費用

8,743 1. 汚水管渠費

13,432 2. ポンプ場費

102,408 3. 処理場費

23,153 4. 総係費

311,044 5. 減価償却費

1 6. 資産減耗費 存目

500 7. その他営業費用

25,219 2. 営業外費用

21,141 1. 支払利息及び企業債取扱諸費

4,078 2. 雑支出

4,378 3. 特別損失

1 1. 固定資産売却損 存目

1 2. 災害による損失 存目

1 3. 過年度損益修正損 存目

4,375 4. その他特別損失

3,000 4. 予備費

3,000 1. 予備費

款 項 目 備　考予定額
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(単位：千円)
資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　入

資本的収入 1. 345,461

155,700 1. 企業債

155,700 1. 企業債

189,305 2. 補助金

189,305 1. 補助金

455 3. 負担金

455 1. 工事負担金

1 4. 補償金

1 1. 補償金 存目

款 項 目 備　考予定額
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(単位：千円)
資 本 的 収 入 及 び 支 出

支　　　出

資本的支出 1. 380,864

161,891 1. 建設改良費

152,500 1. 汚水管渠建設改良費

9,390 2. 処理場建設改良費

1 3. 営業設備費 存目

218,973 2. 企業債償還金

218,973 1. 企業債償還金

款 項 目 備　考予定額
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（単位：円）

令和７年度南会津町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー ２　投資活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 100 固定資産の取得による支出 △ 147,173,637

減価償却費 311,044,000 国庫補助金等による収入 72,456,000

資産減耗費 1,000 投資活動における未収金の増減額（△は増加） △ 3,850,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） 17,000 投資活動における未払金の増減額（△は減少） △ 300,000

引当金の増減額（△は減少） 172,000 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 78,867,637

長期前受金戻入 △ 208,320,000

支払利息 21,141,000 ３　財務活動によるキャッシュ・フロー

未収金の増減額（△は増加） △ 1,118,469 企業債による収入 155,700,000

未払金の増減額（△は減少） 0 企業債の償還等による支出 △ 218,973,000

その他流動負債の増減額（△は減少） 0 補助金による収入 117,305,000

小　　　計 122,936,631 財務活動によるキャッシュ・フロー 54,032,000

利息の支払額 △ 21,141,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 101,795,631 資金増加額（又は減少額） 76,959,994

資金期首残高 68,717,706

資金期末残高 145,677,700
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１　総括

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

(人） (人）

2 6,589 4,142 10,731 2,239 12,970

2 5,929 3,701 9,630 1,893 11,523

660 441 1,101 346 1,447

区  分 扶養手当 住居手当 通勤手当 超勤手当
期末勤勉

手当
寒冷地手当 

本年度 131 397 3,532 82

前年度 188 357 3,068 88

比　較 △ 57 40 464 △ 6

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

（単位：千円）

職　員　数 給　　　　与　　　　費

本年度

前年度

比　較

区　　　　　　分 法定福利費 合　　計

手当の
内　訳
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特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

(人） (人）

2 6,589 4,142 10,731 2,239 12,970

2 5,929 3,701 9,630 1,893 11,523

660 441 1,101 346 1,447

区  分 扶養手当 住居手当 通勤手当 超勤手当
期末勤勉

手当
寒冷地手当 

本年度 131 397 3,532 82

前年度 188 357 3,068 88

比　較 △ 57 40 464 △ 6

　(1)　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

職　員　数 給　　　　与　　　　費

本年度

前年度

比　較

区　　　　　　分 法定福利費 合　　計

手当の
内　訳
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２　給料及び手当の増減額の明細

(千円) (千円) (千円)

給　料

 平均昇給率　　 1.44%

 　　　 　　　　　　 　　 (昇給号数) (人数)

4号 2人

（その他） （計）

本年度　　　　　2人 2人

前年度　　　　　2人 2人

増　減　　　　　

手　当 

 昇給号給別職員数

 職員数の異動状況（会計年度任用職員除く）

（現に在職する職員数）

期末手当0.05月分引き上げ

勤勉手当0.10月分引き上げ

区　分　
増減額 増  減  事  由  別  内  訳　　 　　　 説            明　　　 　　

備                   考　　　　　　　　　　 

給与改定に伴う増減分 462
会計年度任用職員
以外の職員の給与改
定

462  給与改定の実施時期　　　令和6年4月1日

会計年度任用職員
以外の職員の昇給

そ の 他 の 増 減 分 175
会計年度任用職員
以外の職員の異動等

175

制度改正に伴う増減分 84
会計年度任用職員
以外の職員の期末
勤勉手当率の改正

84

そ の 他 の 増 減 分 357
会計年度任用職員
以外の職員の異動等

357

660

昇 給 に 伴 う 増 加 分 23 23

441
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３　給料及び手当の状況

273,550

279,000

33.0

245,550

253,350

29.7

一般会計の制度

一般行政職

（円） （円）

高 校 卒 191,300 191,300

大 学 卒 224,600 224,600

(1) 職員１人当り給与

　平 均 給 料 月 額 　（円）　

 平 均 給 与 月 額 　（円）　

 平  均  年  齢　 （歳）　

　平 均 給 料 月 額 　（円）　

 平 均 給 与 月 額 　（円）　

 平  均  年  齢　 （歳）　

(2) 初任給

区　 　分　 事務・技術職

令和７年１月１日 現在

令和６年１月１日 現在

区　分　
事務・技術職
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級　 　 職員数 (人) 構成比 (％)

６　　級　 

５　　級　 

４　　級　 

３　　級　 1 50.0 

２　　級　 

１　　級　 1 50.0 

計　　 2 100.0

６　　級　 

５　　級　 

４　　級　 

３　　級　 1 50.0 

２　　級　 

１　　級　 1 50.0 

計　　 2 100.0

（級別の標準的な職務内容）　 

１　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級

　(3)　級別職員数

事務・技術職

区分

区　　　　　分　　　　　　 

事務・技術職
主事
技師

副主査
係長
主査

課長補佐
主任主査

課長
参事
課長

令和７年１月１日 現在

令和６年１月１日 現在
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職 員 数 （Ａ） (人） 2

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） (人） 2

２号給　（人）

３号給　（人）

４号給　（人）　　　　　2

６号給　（人）

８号給　（人）

（％） 100.0

職 員 数 （Ａ） (人） 2

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） (人） 2

２号給　（人）

３号給　（人）

４号給　（人） 2

６号給　（人）

８号給　（人）

（％） 100.0

　(4)　昇給

比 率 （Ｂ）／（Ａ）

比 率 （Ｂ）／（Ａ）

区　　　　　　　　　　　　分　　　　　　　  　　　　　 事務・技術職

昇 給 号 給 別 内 訳

昇 給 号 給 別 内 訳

本

年

度

前

年

度
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６月 (月 分) 12月 (月 分）

本 年 度　　 2.300 2.300 4.600 有

前 年 度　　 2.225 2.225 4.450 有

一般会計の制度 2.300 2.300 4.600 有

区　　分　　　　　　 　　　　　

扶養手当　　　　　　 　　　　

住居手当　　　　　　 　　　　

通勤手当　　　　　　 　　　　

　(5)　期末手当・勤勉手当

支　給　期　別　支　給　率　　　 　　　　 

　(6)　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　(7)　その他の手当

一般会計制度との異同 差  異  の  内  容　　　 

同　　　一

同　　　一

同　　　一

区　　分　　　 支給率計(月分)
職 制 上 の 段 階 、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

備 考

区　　分　　　 
20年勤続の者

(月 分)
25年勤続の者

(月 分)
35年勤続の者

(月 分)
最 高 限 度

(月 分)
そ  の  他  の
加 算 措 置 等　 

備　　　考 

支給率等　 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職

特例措置
 (2％～20％加算）

一般会計の制度
（支給率等）

同上 同上 同上 同上 同上
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左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 営業収益

千円 千円 千円 千円

令和５年度から

令和６年度まで

債務負担行為に関する調書

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支
払義務発生予定額事　　　項 限　度　額

上下水道事業包括業務委託 ４３,８２４ ２９,１１８ 令和７年度 １４,７０６ １４,７０６
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令和７年度南会津町下水道事業予定貸借対照表

（ 令 和 ８ 年 ３ 月 31 日 ）

資 産 の 部

1 固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産 円 円 円 円

イ 土 地 146,441,815

ロ 建 物 1,263,579,221

減 価 償 却 累 計 額 △ 615,993,489 647,585,732

ハ 構 築 物 15,580,301,423

減 価 償 却 累 計 額 △ 6,781,052,258 8,799,249,165

ニ 機 械 及 び 装 置 3,012,479,099

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,808,054,422 204,424,677

ホ 車 両 運 搬 具 1,667,240

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,583,412 83,828

ヘ 建 設 仮 勘 定 0

有 形 固 定 資 産 合 計 9,797,785,217

(2) 無 形 固 定 資 産

イ ソ フ ト ウ ェ ア 0

無 形 固 定 資 産 合 計 0

固 定 資 産 合 計 9,797,785,217
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2 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金 145,677,700

(2) 未 収 金

イ 営 業 未 収 金 16,204,397

ロ 営 業 外 未 収 金 751,249

ハ そ の 他 未 収 金 25,000,000 41,955,646

貸 倒 引 当 金 △ 2,498,766 39,456,880

流 動 資 産 合 計 185,134,580

資 産 合 計 9,982,919,797
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負 債 の 部

3 固 定 負 債

(1) 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債

1,216,437,789

固 定 負 債 合 計 1,216,437,789

4 流 動 負 債

(1) 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債

199,551,856

(2) 未 払 金

イ 営 業 未 払 金 40,000,000

ロ そ の 他 未 払 金 6,000,000 46,000,000

(3) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 883,000

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 172,000 1,055,000

流 動 負 債 合 計 246,606,856

5 繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

イ 国 庫 県 等 補 助 金 7,552,723,332

収 益 化 累 計 額 △ 3,964,438,162 3,588,285,170

ロ 企業債元金償還金繰入金 1,050,920,138

収 益 化 累 計 額 △ 755,076,232 295,843,906

ハ 建設仮 勘定長 期 前 受 金 0

長 期 前 受 金 合 計 3,884,129,076
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繰 延 収 益 合 計 3,884,129,076

負 債 合 計 5,347,173,721

資 本 の 部

6 資 本 金 4,792,682,280

7 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

イ 国 庫 県 補 助 金 50,410,605

資 本 剰 余 金 合 計 50,410,605

(2) 利 益 剰 余 金

イ 当年度未処分利益剰余金 △ 207,346,809

利 益 剰 余 金 合 計 △ 207,346,809

剰 余 金 合 計 △ 156,936,204

資 本 合 計 4,635,746,076

負 債 資 本 合 計 9,982,919,797
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予算説明書における注記 

 

１　重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1)　固定資産の減価償却の方法 

イ　有形固定資産 

・減価償却の方法 

定額法による。 

・主な耐用年数 

建物　　　　　　　15～50 年 

構築物　　　　　　10～50 年 

機械及び装置　　　９～20 年 

車両運搬具　　　　　　５年 

ロ　無形固定資産 

・減価償却の方法 

定額法による。 

　　　　・主な耐用年数 

　　　　　　ソフトウェア　　　　　５年 

(2)　引当金の計上方法 

イ　退職給付引当金 

福島県市町村総合事務組合に加入しており、追加的な負担金は一般会計が負担するため、退職給付引当金は

計上していない。 

ロ　賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に

属する額（12 月から３月までの４か月分）を計上している。 
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ハ　法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における支払見込額に基づき、

当年度の負担に属する額（12 月から３月までの４か月分）を計上している。 

ニ　貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 

(3)　消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜処理方式によって行っている。 

 

２　予定貸借対照表等に関する注記 

(1)　企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定があるものを

含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は 1,415,989 千円である。 

 

３　セグメント情報に関する注記 

(1)　報告セグメントの概要 

南会津町下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、林業集落排水

事業及び簡易排水事業の５つを報告セグメントとしている。 

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 
 事業区分 事業の内容

 公共下水道事業 公共下水道事業における処理区域で汚水を処理する事業

 特定環境保全公共下水道事業 特定環境保全公共下水道事業における処理区域で汚水を処理する事業
 農業集落排水事業 農業集落排水事業における処理区域で汚水を処理する事業

下水 25



(2) 報告セグメントごとの営業収益等

当事業年度（自 令和７年４月１日 至 令和８年３月 31 日）

公共下水道
事業

特定環境保全
公共下水道

事業

農業集落排水
事業

林業集落排水
事業

簡易排水事業 合計

60,631,818 34,296,364 44,280,000 601,818 336,364 140,146,364

152,696,628 119,813,727 171,138,635 2,074,091 1,412,455 447,135,536

△ 92,064,810 △ 85,517,363 △ 126,858,635 △ 1,472,273 △ 1,076,091 △ 306,989,172

39,464,735 23,247,637 △ 53,186,635 △ 1,472,273 △ 1,076,091 6,977,373

3,096,550,617 3,106,149,483 3,708,709,061 43,848,532 27,662,104 9,982,919,797

2,083,791,484 2,102,813,800 1,152,681,819 7,886,618 0 5,347,173,721

　他会計繰入金 99,378,000 84,518,000 62,566,000 1,277,000 0 247,739,000

　減価償却費 84,270,000 96,770,000 127,493,000 1,424,000 1,087,000 311,044,000

　特別利益 3,000 0 0 0 0 3,000

　特別損失 4,000 0 0 0 0 4,000

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額

19,091,818 38,381,819 89,700,000 0 0 147,173,637

（単位：円）

項目

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

事業区分 事業の内容

林業集落排水事業 林業集落排水事業における処理区域で汚水を処理する事業

簡易排水事業 簡易排水事業における処理区域で汚水を処理する事業
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４　その他 

(1)　引当金の取崩し 

イ　賞与引当金の取崩し 

令和７年度において、期末手当及び勤勉手当として 2,649 千円を支給するため、賞与引当金 738 千円を取り

崩している。 

ロ　法定福利費引当金の取崩し 

令和７年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として 516 千円を支払うため、法定福利費引

当金 145 千円を取り崩している。
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　令和６年度南会津町下水道事業予定貸借対照表

（ 令 和 ７ 年 ３ 月 31 日 ）

資 産 の 部

1 固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産 円 円 円 円

イ 土 地 146,441,815

ロ 建 物 1,263,579,221

減 価 償 却 累 計 額 △ 593,480,489 670,098,732

ハ 構 築 物 15,433,127,786

減 価 償 却 累 計 額 △ 6,499,808,258 8,933,319,528

ニ 機 械 及 び 装 置 3,012,479,099

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,801,225,422 211,253,677

ホ 車 両 運 搬 具 1,667,240

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,500,412 166,828

ヘ 建 設 仮 勘 定 0

有 形 固 定 資 産 合 計 9,961,280,580

(2) 無 形 固 定 資 産

イ ソ フ ト ウ ェ ア 376,000

無 形 固 定 資 産 合 計 376,000

固 定 資 産 合 計 9,961,656,580
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2 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金 68,717,706

(2) 未 収 金

イ 営 業 未 収 金 14,896,663

ロ 営 業 外 未 収 金 940,514

ハ そ の 他 未 収 金 21,150,000 36,987,177

貸 倒 引 当 金 △ 2,481,766 34,505,411

流 動 資 産 合 計 103,223,117

資 産 合 計 10,064,879,697
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負 債 の 部

3 固 定 負 債

(1) 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債

1,260,292,243

固 定 負 債 合 計 1,260,292,243

4 流 動 負 債

(1) 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債

218,970,402

(2) 未 払 金

イ 営 業 未 払 金 40,000,000

ロ そ の 他 未 払 金 6,300,000 46,300,000

(3) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 738,000

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 145,000 883,000

流 動 負 債 合 計 266,153,402

5 繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

イ 国 庫 県 等 補 助 金 7,480,267,332

収 益 化 累 計 額 △ 3,852,227,162 3,628,040,170

ニ 企業債元金償還金繰入金 933,615,138

収 益 化 累 計 額 △ 658,967,232 274,647,906

ホ 建設仮 勘定長 期 前 受 金 0

長 期 前 受 金 合 計 3,902,688,076
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繰 延 収 益 合 計 3,902,688,076

負 債 合 計 5,429,133,721

資 本 の 部

6 資 本 金 4,792,682,280

7 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

イ 国 庫 県 補 助 金 50,410,605

資 本 剰 余 金 合 計 50,410,605

(2) 利 益 剰 余 金

イ 当年度未処分利益剰余金 △ 207,346,909

利 益 剰 余 金 合 計 △ 207,346,909

剰 余 金 合 計 △ 156,936,304

資 本 合 計 4,635,745,976

負 債 資 本 合 計 10,064,879,697
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　　令和６年度南会津町下水道事業予定損益計算書

（ 令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 から 令 和 ７ 年 ３ 月 31 日 まで）

1 営 業 収 益 円 円 円

(1) 事 業 収 益 125,486,364

(2) そ の 他 の 営 業 収 益 256,364 125,742,728

2 営 業 費 用

(1) 汚 水 管 渠 費 8,421,364

(2) ポ ン プ 場 費 11,756,273

(3) 処 理 場 費 100,366,092

(4) 総 係 費 23,411,809

(5) 減 価 償 却 費 310,005,000

(6) 資 産 減 耗 費 1,000

(7) そ の 他 営 業 費 用 300,000 454,261,538

営 業 利 益 （ △ は 営 業 損 失 ） △ 328,518,810

3 営 業 外 収 益

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,000

(2) 他 会 計 補 助 金 31,788,000

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 209,238,000

(4) 雑 収 益 424,182 241,451,182

4 営 業 外 費 用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 24,303,000

(2) 雑 支 出 5,958,000 30,261,000 211,190,182

経 常 利 益 （ △ は 経 常 損 失 ） △ 117,328,628
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5 特 別 利 益

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 0

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 0

(2) そ の 他 特 別 利 益 0 0

6 特 別 損 失

(1) 固 定 資 産 売 却 損 0

(2) 災 害 に よ る 損 失 0

(3) 過 年 度 損 益 修 正 損 121,000

(4) そ の 他 特 別 損 失 0 121,000 △ 121,000

当 年 度 純 利 益 （ △ は 当 年 度 純 損 失 ） △ 117,449,628

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 （△は前年度繰越欠損金） △ 89,897,281

当年 度未 処 分利 益剰 余 金 （△は当年度未処理欠損金） △ 207,346,909
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実施計画に関する明細書
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令和７年度南会津町下水道事業会計予算明細書

収　　　入
収 益 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 1. 547,868493,363 △54,505下水道事業

 1.営業収益 138,305154,147 15,842収益

 1.下水道使用 138,035153,857 15,822 153,857下水道使用 下水道使用料

料 料

 2.その他の営 270290 20 140手数料 排水設備指定工事店更新手数料

業収益 150雑収益 集落排水加入金

 2.営業外収益 409,560339,213 △70,347

 1.受取利息及 11 0 1預金利息 存目

び配当金

 2.他会計補助 31,325130,434 99,109 109,293他会計補助 7,625人件費に係る補助金

金 金 101,668運営費に係る補助金

21,141利子繰入金 企業債償還金利子補助金

補助金

 3.長期前受金 377,783208,320 △169,463 112,211国庫県等補 国庫県等補助金に係る減価償却費相当分

戻入 助金戻入 の収益化額

96,109企業債償還 企業債元金償還金繰入金に係る減価償却

元金繰入金 費相当分の収益化額

戻入

 4.雑収益 451458 7 458その他雑収 事務所使用料収入

益

 3.特別利益 33 0

 1.固定資産売 11 0 1土地売却益 存目

却益

 2.過年度損益 11 0 1過年度損益 存目

修正益 修正益

 3.その他特別 11 0 1その他特別 存目

利益 利益
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支　　　出
収 益 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 1. 501,461491,878 △9,583下水道事業

 1.営業費用 468,233459,281 △8,952費用

 1.汚水管渠費 8,0498,743 694 3,604給料 一般職（１人）

1,821手当 一般職

84　通勤手当

217　超過勤務手当

785　期末手当

694　勤勉手当

41　寒冷地手当

493賞与引当金 賞与引当金繰入額

繰入額

1,117法定福利費 一般職

1,107　職員共済組合納付金

10　公務災害補償基金納付金

96法定福利費 法定福利費引当金繰入額

引当金繰入

額

24手数料 ＣＡＤプログラム保守手数料

104賃借料 設計積算システム使用料

990修繕費 マンホール修繕費

494負担金 退職手当負担金　一般職

 2.ポンプ場費 12,80213,432 630 1,072通信運搬費 543電話料

529施設監視装置通信料

7,685委託料 中継ポンプ施設維持管理業務委託料

53賃借料 車両借上料

500修繕費 中継ポンプ修繕費

4,103動力費 電気料

19保険料 建物災害共済保険料

 3.処理場費 108,026102,408 △5,618 120備消品費 事務用品等

84燃料費 自動車燃料費

2,069光熱水費 施設水道料
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支　　　出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

521通信運搬費 130電話料

391施設監視装置通信料

52,594委託料 30,478汚水処理施設維持管理業務委託料

931電気工作物保安業務委託料

21,092脱水汚泥処分運搬委託料

93消防設備点検委託料

30手数料 自動車検査手数料

7,553修繕費 7,453汚水処理施設等修繕費

100自動車修繕費

36,986動力費 電気料

836薬品費 消毒塩素剤

920補償金 戸別合併処理浄化槽転換差額補償金

688保険料 644建物災害共済保険料

44自動車損害保険料

7雑費 自動車重量税

 4.総係費 24,97323,153 △1,820 2,985給料 一般職（１人）

1,438手当 一般職

47　通勤手当

180　超過勤務手当

621　期末手当

549　勤勉手当

41　寒冷地手当

390賞与引当金 賞与引当金繰入額

繰入額

950法定福利費 一般職

945　職員共済組合納付金

5　公務災害補償基金納付金

76法定福利費 法定福利費引当金繰入額

引当金繰入

額

58旅費 普通旅費
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支　　　出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

24備消品費 新聞代

261印刷製本費 249納入通知書等印刷代

12コピー代

228通信運搬費 72電話料

156郵便料

14,559委託料 上下水道事業包括業務委託料

858手数料 659口座振替手数料

36収納取扱金融機関振込手数料

163窓口収納手数料

646賃借料 258調定システム機器賃借料

388会計システム使用料

663負担金 219各種協会等負担金

35研修会等参加負担金

409退職手当負担金　一般職

17貸倒引当金 貸倒引当金繰入額

繰入額

 5.減価償却費 314,182311,044 △3,138 310,667有形固定資 有形固定資産減価償却費

産減価償却

費

377無形固定資 無形固定資産減価償却費

産減価償却

費

 6.資産減耗費 11 0 1固定資産除 存目

却費

 7.その他営業 200500 300 500雑支出 過年度下水道使用料還付金

費用

 2.営業外費用 30,22425,219 △5,005

 1.支払利息及 24,26621,141 △3,125 21,141企業債利息 企業債利息

び企業債取

扱諸費
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支　　　出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 2.雑支出 5,9584,078 △1,880 4,078消費税及び 消費税及び地方消費税

地方消費税

 3.特別損失 44,378 4,374

 1.固定資産売 11 0 1固定資産売 存目

却損 却損

 2.災害による 11 0 1災害による 存目

損失 損失

 3.過年度損益 11 0 1過年度損益 存目

修正損 修正損

 4.その他特別 14,375 4,374 4,375その他特別 戸別合併処理浄化槽設置工事補償金

損失 損失

 4.予備費 3,0003,000 0

 1.予備費 3,0003,000 0 3,000予備費 予備費
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収　　　入
資 本 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 1. 326,460345,461 19,001資本的収入

 1.企業債 55,300155,700 100,400

 1.企業債 55,300155,700 100,400 155,700企業債 79,100下水道事業債

76,600資本費平準化債

 2.補助金 270,458189,305 △81,153

 1.補助金 270,458189,305 △81,153 72,000国庫補助金 25,000社会資本整備総合交付金

47,000農山漁村地域整備交付金

117,305一般会計補 企業債元金償還金補助金

助金

 3.負担金 701455 △246

 1.工事負担金 701455 △246 455工事負担金 下水道事業受益者負担金

 4.補償金 11 0

 1.補償金 11 0 1補償金 存目
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支　　　出
資 本 的 収 入 及 び 支 出

本　年　度
説　　　明目項款

前　年　度
予　定　額 予　定　額

比　　　較
区　　分 金　　額

節

(単位：千円)

 1. 346,498380,864 34,366資本的支出

 1.建設改良費 118,690161,891 43,201

 1.汚水管渠建 100,000152,500 52,500 31,700委託料 社会資本整備総合交付金事業

設改良費 　下水道台帳デジタル化業務委託料

　下水管路統合事業積算業務委託料

　マンホールポンプ場ストックマネジメント

    計画策定業務委託料

120,800工事費 社会資本整備総合交付金事業

　田島処理区公共枡設置工事請負費

　田島処理区舗装復旧工事請負費

　南郷処理区橋梁添架管設置工事請負費

農山漁村地域整備交付金事業

　上郷処理施設改良工事請負費

　高杖原処理施設機器等撤去工事請負費

　高杖原処理区舗装復旧工事請負費

 2.処理場建設 18,6899,390 △9,299 9,390工事費 南郷浄化センター設備交換工事請負費

改良費 針生処理場設備交換工事請負費

田部処理場設備交換工事請負費

湯ノ花処理場設備交換工事請負費

古町処理場設備交換工事請負費

 3.営業設備費 11 0 1器具購入費 存目

 2.企業債償還 227,808218,973 △8,835

金  1.企業債償還 227,808218,973 △8,835 218,973元金償還金 企業債元金償還金

金
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